
 

☆医師の「宿日直許可」で 

労働時間規制の適用除外！ 
～合法的に超過勤務時間削減につながる！ 
＊全国のモデル実施ケースも示して『相談窓口』を開設 

 「医師の働き方改革」は、待ったなしの

最重要課題として検討・対策が進められて

います。しかし、その根底には、医師不足

を前提とした医師の大幅な増員計画を主軸

とした改革プランではなく、全国で１割以

上の病床数削減をめざす「地域医療構想」

によって、病床が減ることを前提とした医

師増員ではなく、「偏在」を解消し、適正配

置を行うことを前提とした計画を進めてい

ます。 

 現在、国は各医療機関に対し医師の労働

時間短縮計画の案を作成することを求めて

おり、その計画案を「評価センター」が評

価し、都道府県知事が医師の労働時間規制

の適用を指定することになります。 

こうした中で、国の調査によると「大学

病院・救命救急病院・400 床以上」で時間

外労働が年 1860 時間を超えている割合が

8割（H28年調査）を超えている実態を徐々
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に改善し、令和元年には 4割まで減らしているが、2024年 4月から実施する医師の時間外労働規制

（通常―年 960 時間、特別許可病院―年 1860 時間）を残る 2 年間で達成して行く為の方策の一つ

として、超過勤務時間労働を労働時間数としてカウントしない奥の手＝「宿日直勤務」を活用する

ことが積極的に導入されようとしています。これに対し、厚労省自らも積極的に支援するとして、

指南書を発行したり、4月からは「相談窓口」を特別に開設しています。 

厚労省の HP に掲載されている Q＆A には、「宿日直許可と医師の働き方改革について」として、

『宿日直許可を受けた場合には、労働基準法上の労働時間規制が適用除外となります。』と露骨なア

ピール回答で、「医療機関の皆様へ（宿日直許可制度のご紹介）」として、申請方法や、全国の先進事

例（12ケース）も掲載し、積極推進のスタンスです！ 

 こうした事例解釈では、例えば手術後の医師の待機時間（患者の様子等を見守り、急変等にすぐ

に対応できるよう病院内で待機（手待ち時間）しているケース）を「宿日直」として定額手当の支

給+超過勤務時間としてはカウントしない（患者対応すれば超過勤務に変更）などのケースが想定さ

れます。 

 該当病院では、「医師の労働時間短縮計画」の案を作成している最中であり、どの様な計

画を検討しているのか？ 労使でも協議を進めて行かないと、一方的に経営側が計画を策定

し、知事の許可を得てしまいかねません！ 

 


